（別添様式１）
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名:新小・中学校消費者教育副読本作成費


　　　　　　　　　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　教育委員会　学校支援課　総合支援担当　電話番号：058-272-1111（内3546）

　　　　　　E-mail：c17782@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：10,000千円（前年度予算額：0千円）

	事業内容


	１　事業の内容


小・中学生を対象として、自立した賢い消費者として、自分の力で様々な情報を取捨選択し、理解し、商品やサービス等を正しく評価・判断し、賢明な選択活動を行うことができる力を身に付けさせる教育を推進する。

そのために、各学校が授業等で活用できるよう、具体的な事例等を通して学ぶための学習コンテンツや、消費者センスを磨くための学習教材等を掲載した消費者教育の副読本（小学校版・中学校版）を作成する。
	２　所要経費


(１)　印刷製本費（新規）8,272千円　（@188×44,000冊）
(２)　委員謝金（新規）    450千円　（@6,000×3ｈ×5人×5回）
(３)　委員旅費（新規）    750千円　（@5,000×30人×5回）
(４)　消耗品費（新規）    528千円　（印刷用紙、トナー、参考図書、カット素材集等）
	これまでの取組と成果


	１　これまでの取組状況


(１)　小・中学校における消費者教育の内容

　　・小・中学校の社会科等においては、生産と消費の視点からの学習や、消費者の自立の支援を含めた消費者行政についての学習等が行われている。
・小学校の家庭科では、物や金銭の使い方への関心を高め、購入等に関する基礎的・基本的な知識・技能、購入時の工夫などについて学習している。
・中学校の技術・家庭科では、家庭生活における消費の重要性や、消費者の基本的な権利と責任を理解し、消費者としての自覚がもてるよう学習している。
・中学校においては、特別活動や道徳の領域において、情報モラル等についての学習が進められている。
	２　これまでの取組に対する評価


(１)　小・中学校における消費者教育の課題
・これまでも、消費生活や情報モラル等の資料を配付・活用して指導しているが、消費者教育を発達段階に応じて、系統的・継続的に行うことができるよう、様々な内容の資料が体系的にまとめられた副読本（資料）を整備する必要がある。
・経済活動や消費活動が複雑化することにともない、児童生徒に対して早期から消費者教育を推進していく必要があり、そのために参考となる副読本（資料）を整備する必要がある。
・また、様々な情報のみならず、日々の生活の中で実際に取り組み、実践的に消費者教育を学習することができるような副読本（資料）を整備する必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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【消費者行政活性化基金充当事業】
